
 

 

  

 

地方創生・地方分権改革の推進及び 

地方税財源の充実確保に関する決議 

 

我が国の急速な人口減少や少子高齢化が進む中、人口減少に歯止

めをかけ、将来にわたり住みよい、活力ある地域社会を維持していく

ためには、地方創生の推進が不可欠である。 
地方自治体においては、第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」

を踏まえ、地方創生に係る事業の推進に努めているが、これを支える

財源を継続的に確保することが極めて重要な課題となっている。 
また、新型コロナウイルス感染症の影響により、戦後最大とも言う

べき経済危機に直面し、地方税収の大幅な減収が危惧される中、地方

自治体は、福祉・医療サービスの充実や地域の防災・減災対策をはじ

め、増大する財政需要に迫られている。今後とも地域の実情に応じた

行政サービスを安定的に提供するため、地方分権改革の更なる推進

と、地方税・地方交付税等の一般財源総額の充実確保が不可欠である。 
よって、国においては、地方創生・地方分権改革の推進及び地方税

財源の充実確保に向け、特に下記の事項を実現されるよう強く要望

する。 
記 

１ 地方創生の推進について 

(1) 第２期「まち･ひと･しごと創生総合戦略」に盛り込まれた関連

施策の進捗状況を管理するとともに､今後の社会経済情勢の進

展に伴い､必要に応じて柔軟に総合戦略の見直しを行うこと。 
 

(2) 地方への移住・定着の推進に向けて、地方大学の振興等による

地域産業の担い手づくりや高等学校の機能強化等を図るととも

に、特定の地域に継続的に多様な形で関わる関係人口の創出・拡

大に取り組むこと。 
 

(3) Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０の実現に向けて、まち・ひと・しごとのあ

らゆる分野において、最先端のデジタル技術等を活用すること。

その際、各地域の実情に即して、５Ｇ、光ファイバーなど次世代情

報通信インフラの早期整備、デジタル人材など専門技術人材の育

成・確保、データ活用の基盤整備などを積極的に推進すること。 



 

 

(4) まち・ひと・しごと創生事業費を拡充・継続し、地域の実情に

応じた主体的で息の長い取組を推進できるようにすること。ま

た、算定に当たっては、条件不利地域や財政力の脆弱な市町村に

ついて考慮すること。 
 

(5) 地方創生推進交付金については、長期にわたる継続的なもの

とし、総額の確保を図ること。併せて、自由度の高い、より使い

勝手のよいものとすること。また、交付上限額、申請上限数の引

上げなど更なる要件の緩和を検討するとともに、事業申請に係

る手続を簡素化し、速やかに交付決定すること。 
 

(6) 地方創生拠点整備交付金や地方大学・地域産業創生交付金等

については、地方の意見等を十分踏まえ、弾力的な運用と積極的

な採用を図ること。 
 

(7) 「過疎地域自立促進特別措置法」の失効を間近に控え、過疎地

域の現状に鑑み、引き続き総合的な過疎対策を充実強化し、過疎

地域の振興が図られるよう、新たな過疎対策法を制定すること。 

(ｱ) 新たな過疎対策法においては、過疎地域が果たしている役

割を評価し、過疎対策の理念を改めて確立するとともに、い

わゆる「みなし過疎」と「一部過疎」を含め現行過疎地域を継

続して指定対象とすることを基本に、過疎地域の指定要件と

指定単位については、新たな理念に基づき、支援が必要な地

域がすべて対象となるよう、特段に配慮すること。 

(ｲ) 一部過疎地域は、合併の経緯から、政令市・中核市をはじ

め広域圏の核となる都市を含む多様な市町村（一部過疎市町

村）に存する。一部過疎市町村では、一部過疎地域の環境整備

や区域内の格差是正を図るため、種々の過疎対策に迫られて

いる。加えて、核となる都市では、周辺市町村との広域連携に

重要な役割を求められるなど財政需要が増大している。こう

した実情を踏まえ、「一部過疎」の制度を継続すること。また、

一部過疎市町村に対する財政力に係る基準を設定することに

ついては十分慎重であること。 

なお、基準の設定が必要と判断される場合においても、市町

村の多様性を考慮し、政令市・中核市を含む市と町村を通じ

て一律に適用する基準の設定は行わないこと。 



 

 

２ 地方分権改革の推進について 

(1)  提案募集方式により、今後も、地方からの提案の実現に向けて

積極的に検討・採用を行うとともに、「従うべき基準」の廃止又は

参酌化を含めた更なる義務付け・枠付けの見直し及び国から地方

への事務・権限の移譲を行うこと。その際、一般財源ベースでの適

切な財源移転を一体的に行うとともに、人員等の課題については、

地方の自主性・主体性を十分踏まえ、対応すること。 
 

(2) 議会の自主性・自律性をより高め、各議会が地域の実情に応じ、

自らの判断により権能を行使できるよう、地方議会の活動を制

約している法令上の諸規定の更なる見直しを図ること。 
 

３ 令和３年度税制改正について 

(1) 新型コロナウイルス感染症の影響により、経済を取り巻く環

境は急激に悪化し、地方税の減収など地方財源不足の大幅な拡

大が危惧される。 

ついては、今後もきめ細かな行政サービスを安定的に提供し

ていくため、地方税制の拡充強化に努めること。 

その際、税源の偏在性が小さく、税収が安定的な地方税体系を

構築すること。 
 

(2) 固定資産税は、市町村財政を支える重要な基幹税であること

から、その安定的確保を図るとともに、償却資産に係る固定資産

税を含め、現行制度を堅持すること。 

なお、新型コロナウイルス感染症緊急経済対策により中小事

業者等に対し講じる固定資産税の軽減措置及び特例措置の拡

充・延長等については、臨時・異例・今回限りの時限的措置とし、

事態が収束し経済が回復した後には、期限の到来をもって確実

に終了すること。 
 

(3) 電気供給業、ガス供給業などに対する収入金額課税は、受益に

応じた負担を求める外形課税として定着し、地方税収の安定化

にも大きく貢献するとともに、地元自治体から多大な行政サー

ビスを受益している大規模な発電施設や液化ガス貯蔵設備等に

対して適切な負担を求める課税方式であることを踏まえ、今後

とも現行制度を堅持すること。 



 

 

(4) ゴルフ場利用税は、ゴルフ場所在市町村の特有の行政需要に

対応するとともに、特に、過疎地域や中山間地域の財政力の脆弱

な市町村にとって、貴重な税財源となっていることから、現行制

度を堅持すること。 
 

４ 令和３年度地方財政対策について 

(1) 新型コロナウイルス感染症の拡大・長期化が地域経済に大き

な影響を及ぼし、令和２年度に引き続き、令和３年度においても、

地方税収の大幅な減収が危惧される。 

ついては、地域経済の回復をはじめ、社会保障関係費の増大や

地域の防災・減災対策、地域の活性化対策に的確に対応するた

め、地方の安定的な財政運営に必要な地方税・地方交付税等の一

般財源総額を充実確保すること。 

その際、臨時財政対策債が累積することのないよう、その発行

を縮小すること。 
 

(2) 地方交付税については、引き続き財源保障機能と財源調整機

能の両機能が適切に発揮できるよう総額を確保すること。また、

地方の財源不足の補塡については、地方交付税の法定率の引上

げを含めた抜本的な見直しを行うこと。 
 

(3) 公共施設等適正管理推進事業費については、個別施設の維持

管理、更新等に係る取組が本格化することから、引き続き十分な

財源を確保するとともに、市町村役場機能緊急保全事業など公

共施設等適正管理推進事業期間を延長すること。 
 

以上決議する。 
 

  令和２年５月２７日 
 

全国市議会議長会 


